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研究要旨 

【目的】歯科衛生士の働き方を検討するためには、歯科衛生士教育を含めた供給面および歯科

衛生士学生の勤労観や職業観等を明らかにする必要がある。本研究では、歯科衛生士教育にお

けるキャリア教育と早期離職防止に向けた取組みの実態とともに、学生の就業に関する意識や

卒業後の進路に関する意向を把握することを目的とした。 

【方法】全国の歯科衛生士学校養成所 173 校のうち、卒業年次の学生が在籍する 162 校を対象

に、郵送法による無記名の自記式質問票調査を 2019 年 11 月に実施した横断研究である。調査

票は、歯科衛生士学校用と卒業年次の学生用の 2種で構成した。学校用調査票は①学校の概要、

②歯科衛生士教育におけるキャリア教育を主要項目とした 9 問を、学生用調査票は①入学前、

入学時、現在、卒業後すぐ、10年後の勤労観や職業観等、②Sense of Coherence（SOC）スケー

ル、③属性を主要項目とした 22問の質問を設定した。

【結果】150校より返送があり（回収率 92.6％）、学校用調査票は 141校の回答が得られた。学

生用調査票は 6,270 名の返送があり、6,264 名分を分析対象とした。学校用調査票と学生用調

査票の別に単純集計とクロス集計を行った後に、学校と学生の両方の返送があった学生 5,895

名分を対応させたデータを用いて多変量解析を行った。歯科衛生士学校は 3年制が 95.0％を占

め、キャリア教育は 71.6％の学校で行われ、59.6％の学校で 3年次に開講されていた。歯科衛

生士学生は 98.6％が女子で、平均年齢（標準偏差）は 21.7（3.5）歳だった。卒業後に「歯科

衛生士として就職」を考えていた者は、入学時の 92.3％から一貫して高率であり、現在も 93.1％

を占めた。83.9％が歯科衛生士の仕事にやりがいを感じていた一方で、歯科衛生士として生涯

働き続けたいと思う者は 50.2％にとどまった。卒業直後に歯科衛生士として就職を考える者に

おける、最初の勤務先での希望の勤務年数は「3～5 年未満」が最も多く 45.1％、次いで「5～

10年未満」24.6％だった。仕事における将来設計について「あまり描けていない」44.2％が最

も多く、次いで「やや描けている」が 34.6％であった。また、「仕事と生活と両立」と回答した

者が 76.1％だった。歯科衛生士学校でキャリア教育を受けたかは「覚えていない」59.3％が最

多で、学校票でのキャリア教育の提供状況の認識との乖離が明らかになった。就職先を決める

際の重視事項は「職場の人間関係」「給与」「勤務時間」の順で、長期勤続の重要事項は「仕事

へのやりがい」「勤務条件」が上位にあがった。

【結論】歯科衛生士の就業を検討するうえで、女性特有のライフイベントを踏まえ、ライフワ

ークバランスに着目した支援および雇用体制の整備の必要性が示唆された。歯科衛生士学生が

自己の将来像を描き、生き方や生活について基本的な展望がもてる効果的かつ体系的なキャリ

ア教育のプログラム構築が求められる。
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A．研究目的 

歯科衛生士の人材確保は、国民に質の高い歯科医療サービスを提供する観点から、

常に安定供給を講じていくことが必要である。特に、今後の急速な高齢化の進展を踏

まえ、高齢期の口腔衛生管理の重要性から歯科衛生士のニーズの増加が指摘されてい

る 1）。 

しかしながら、歯科衛生士の未就業者は多く 2）、歯科衛生士数の不足が顕著になっ

ている 3）。こうしたなか、日本歯科衛生士会の設置による「歯科衛生士の人材確保・

復職支援等に関する検討会」において、論点のひとつに歯科衛生士の早期離職があげ

られた 4）。歯科衛生士の就業に関するこれまでの研究では、30 歳代での未就業率が高

いことに加え、20 歳代の歯科衛生士で 3 分の 1 以上が離職経験を有している現状を踏

まえて、早期離職の抑制を図るうえでキャリア教育の拡充が必須の要件であると報告

している（厚労科研 H29-医療-一般-003）。よって、歯科衛生士養成機関を卒業後の就

業と定着が望まれるが、歯科衛生士養成における教育を含めた供給面からの研究およ

び歯科衛生士学生の勤労観や職業観等の実態調査は少なく、十分な検討がなされてい

ない。 

そこで本研究は、「歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究」の研

究事業の一環として、歯科衛生士養成課程におけるキャリア教育と早期離職防止に向け

た取組みの実態とともに、歯科衛生士学生の就業に関する意識や卒業後の進路に関する

意向を把握し、歯科衛生士の供給分析に関する基礎資料を提示することを目的とした。 

B．研究方法 

（ 1 ）対象 

 全国の歯科衛生士学校養成所（以下、歯科衛生士学校）173 校（2019 年 4 月 1 日現

在）のうち、本調査の実施期間である 2019 年 11 月の時点で卒業年次の学生（以下、

卒業年次生）の在籍がない 11 校を除く、162 校を対象とした。 

歯科衛生士学校は、一般社団法人全国歯科衛生士教育協議会の「養成校一覧」5）お

よび日本歯科衛生士会の「歯科衛生士養成学校一覧」6）ならびに文部科学省の「文部

科学大臣指定（認定）医療関係技術者養成学校一覧（平成 30 年 5 月 1 日現在）「歯科

衛生士学校」7）より把握した。卒業年次生の在籍の有無は、173 校のホームページの

閲覧により歯科衛生士養成課程の開設年あるいは開校年から、3 年生ないし 4 年生が

本調査の実施年度に存在するか否かを確認した。 

162 校のホームページから得た入学定員または募集人数を対象校の 1 学年の学生

数、合計 9,118 名分を発送数とした。学生の退学、復学等による在籍者数の変動を考

慮しても、近年の歯科衛生士学校の入学定員充足率の状況 8）から、入学定員または募

集人数と卒業年次生数に大きな違いはないと判断した。 

対象校の学校種別は、大学 9 校（5.6％）、短期大学 14 校（8.6％）、専門学校（専修

学校を含む）139 校（85.8％）だった。修業年限は、3 年制である短期大学および専門

学校が 153 校（94.4％）、4 年制である大学が 9 校（5.6％）だった。 

専門学校 139 校のうち 16 校に夜間部が設置され、学生数は前述の「入学定員または

募集人数を対象校の 1 学年の学生数」に含まれる。なお、夜間部の入学定員または募

集人数がすべての学校ホームページで公開されていないため、夜間部の合計学生数は
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把握が不可能だった。 

全国歯科衛生士教育協議会による区分 5）に基づいた調査対象校の地域ブロックは、

「北海道」12 校（7.4％）、「東北」11 校（6.8％）、「関東・甲信越」50 校（30.9％）、「東

海」22 校（13.6％）、「近畿・北陸」24 校（14.8％）、「中国・四国」20 校（12.3％）、「九

州・沖縄」23 校（14.2％）だった。夜間部が設置されている学校は、「関東・甲信越」

10 校、「近畿・北陸」4 校、「北海道」1 校、「東海」1 校だった。 

 

（ 2 ）調査方法 

 郵送法による無記名の自記式質問票調査を、2019 年 11 月 1 日（金）から同年 11 月

22 日（金）に行った。調査票は、歯科衛生士学校に対する調査票（以下、学校用調査

票）と卒業年次生に対する調査票（以下、学生用調査票）の 2 種を作成した。 

学校用調査票は A4 用紙片面１枚に 2 項目 9 問を設定し、各校の教務担当教員に、

2019 年 11 月現在の状況についての回答を求めた。調査項目は、①学校の概要、②歯

科衛生士教育における将来設計に関する教育（以下、キャリア教育）9）に関すること

とした。 

学生用調査票は A3 用紙両面１枚に 3 項目 22 問を設定し、すべての卒業年次生に回

答を求めた。調査項目は、①入学前、入学時、現在、卒業後すぐ、卒業しておおよそ

10 年後の 5 つの時間軸における勤労観や職業観等、②SOC 3- UTHS ; University of 

Tokyo Health Sociology version of SOC 3 scale（東大健康社会学版 3 項目 SOC スケー

ル）10）、③属性に関すること、とした。学生用調査票の設問および回答選択肢は、先

行研究を参考に設計した。 

調査票の回答方法について、学校用は最終学年の在籍学生数およびキャリア教育に

関する講義時間数は数値の記載とし、他は 2 項ないし多項選択肢より回答を得た。キ

ャリア教育の開講年次のみ複数回答法とし、他は単一回答法を用いた。キャリア教育

を目的とした取組みを「実施している」と回答した場合は、主な内容の記載を求め

た。学生用は、年齢（2019 年 12 月 1 日時点）を数値の記載とし、他は 2 項ないし多

項選択肢より回答を得た。順位法と単一回答法を用い、選択肢の「その他」を選択し

た場合は、具体的な内容の記載を求めた。 

本調査は、歯科衛生士養成機関の 165 校が加盟する（2019 年 4 月 1 日現在）8）全国

歯科衛生士教育協議会の協力を得て行った。調査票は全国の歯科衛生士学校に、研究

班からの調査依頼文および全国歯科衛生士教育協議会からの依頼文を付し、回収用封

筒および研究班宛て印記済の返送用封筒とともに送付した。学生が回収用封筒に密封

した回答済み調査票を学校が回収し、回答済み学校用調査票と一緒に、学校が一括し

て返送の旨、学校用調査票と学校あての調査依頼文の双方に明記した（図１）。なお、

各養成機関における調査方法について、集合法あるいは留置き法等の指定はしていな

い。 
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図 1 配布・回収方法 

 

（ 3 ）分析方法 

学校用調査票、学生用調査票、それに学校用調査票と学生用調査票の両方の返送があ

った 141 校の学生 5,895 名を対応させたデータ（以下、連結データ）を用いて単純集計、

クロス集計、多変量解析を行った。統計学的分析は χ2検定（必要な場合は Fisher の直接

法）および一致率の検定を、多変量解析は連結データを用いてロジスティック回帰分析

を行った。 

 統計ソフトは SPSS Statistics Ver.25.0（日本 IBM）を使用し、有意水準は 5％とし

た。 

  

（ 4 ）倫理面への配慮 

国立保健医療科学院の研究倫理審査を受け、承認されたうえで実施した（承認番

号：NIPH-IBRA#12254）。 

調査協力は自由意思によるものとすることを、学校および学生あての調査依頼文に

記載した。また、学生のプライバシーを保護するため、密封可能な回収用封筒を調査

票とともに送付し、学生個々への配布を学校に依頼した。 

調査に関する説明として、研究の趣旨、無記名方式であり回答内容から学校や学生

個人を特定しないこと、データの管理方法、研究目的以外にデータを使用しないこ

と、研究結果の公表について学校と学生のそれぞれにあてた文書に記載した。 

 

14



C．研究結果 

全国の歯科衛生士学校 173 校のうち、卒業年次生が在籍する 162 校（93.6％）に、学

校用調査票（1 校に 1 部、合計 162 部）および学生用調査票（発送数 9,118 部）の回答

を依頼した結果、150 校から返送があった（回収率 92.6％）。 

150 校のうち 141 校（94.0％）からは学校用調査票および学生用調査票の両方の返送

があり、9 校（6.0％）からは学生用調査票のみの返送であり学校用調査票の返送はなか

った。 

 

（ 1 ）学校用調査 

1）学校の概要 

 学校用調査票に回答のあった 141 校の地域ブロック（以下、地域）について、地域別

にみた学校の割合は、「関東・甲信越」41 校（29.1％）が最も高く、次いで「東海」「近

畿・北陸」「九州・沖縄」がそれぞれ 20 校（14.2％）、「中国・四国」19 校（13.5％）だ

った（図 2）。 

地域別の回収率は、「東北」が 100.0％、次いで「中国・四国」95.0％、「東海」90.9％

であり、すべての地域より 8 割以上の回答を得た（表 1）。 

                       

                   表 1 地域別にみた回収率                                                                                           

図 2 回答校の地域の割合 

 

 

 

北海道

7.1％東北

7.8％

関東・甲信

越29.1％

東海

14.2％

近畿・北陸

14.2％

中国・四国

13.5％

九州・沖縄

14.2％

N=141

N=141

対象

（発送）

回収

（返送）

北海道 12 10 83.3

東北 11 11 100.0

関東・甲信越 50 41 82.0

東海 22 20 90.9

近畿・北陸 24 20 83.3

中国・四国 20 19 95.0

九州・沖縄 23 20 87.0

学校数 回収率

（％）
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歯科衛生士養成課程を開設してからの年数（以下、開設年数）は、「40 年以上」が最

も多く 69 校（48.9％）、次いで「10～20 年未満」32 校（22.7％）、「30～40 年未満」19 校

（13.5％）だった（図 3）。 

 

図 3 歯科衛生士養成課程の開設年数 

 

地域別に開設年数をみると、全地域において「40 年以上」の割合が最も多かった（図

4）。「北海道」は新設校が少なく、「東北」と「中国・四国」は概ね「10～20 年未満」と

「40 年以上」の学校で構成されていた。「関東・甲信越」と「九州・沖縄」は各年数区

分に一定の割合で学校が存在するものの「40 年以上」が顕著に高かった。 

 

図 4 地域別にみた歯科衛生士養成課程の開設年数 
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N=141
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修業年限は 3 年制が 134 校（95.0％）であり（図 5）、修業年限別にみた回収率は 3 年

制が 87.6％、4 年制 77.8％だった。 

地域別にみると、「北海道」「東北」「東海」は、すべて 3 年制だった（表 2）。4 年制

の割合は、「中国・四国」が最も高く 2 校（10.5％）、次いで「九州・沖縄」2 校（10.0％）

だった。 

                   

表 2 修業年限別にみた地域 

図 5 修業年限 

 

 

 

修業年限別に開設年数をみたところ、3 年制は 40 年以上が 51.5％、4 年制は 5～20 年

未満で 85.8％を占めた（表 3）。 

 

 

表 3 修業年限別にみた開設年数 

 

 

 

ｎ（％）

合計 3年制 4年制

5年未満 5（  3.6） 5（  3.8） 0（  0.0）

5～10年未満 8（  5.8） 5（  3.8） 3（42.9）

10～20年未満 32（23.0） 29（22.0） 3（42.9）

20～30年未満 6（  4.3） 6（  4.5） 0（  0.0）

30～40年未満 19（13.7） 19（14.4） 0（  0.0）

40年以上 69（49.6） 68（51.5） 1（14.3）

無回答は除く 

ｎ（％）

3年制 4年制

北海道 10（100.0） 0（  0.0）

東北 11（100.0） 0（  0.0）

関東・甲信越 39（  95.1） 2（  4.9）

東海 20（100.0） 0（  0.0）

近畿・北陸 19 （ 95.0） 1（  5.0）

中国・四国 17 （ 89.5） 2（10.5）

九州・沖縄 18 （ 90.0） 2（10.0）

3年制

95.0％

4年制

5.0％

N=141
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歯科衛生士課程以外の学部・学科・専攻等（以下、学部等）がある学校は 73校（51.8％）、

歯科衛生士課程において歯科衛生士以外の資格・免許等（以下、資格等）が取得できる

学校は 56 校（39.7％）だった（図 6・7）。 

歯科衛生士課程以外の学部等があり、かつ歯科衛生士以外の資格等が取得できる学校

は、29 校（20.6％）だった。歯科衛生士課程以外の学部等がなく、かつ歯科衛生士以外

の資格等の取得がない学校は、39 校（27.7％）だった。 

 

図 6 歯科衛生士課程以外の        図 7 取得可能な歯科衛生士以外の 

学部・学科・専攻等の有無          資格・免許等の有無 

 

すべての地域の 4 割以上の学校に歯科衛生士課程以外の学部等があり、歯科衛生士

以外に取得可能な資格等がある学校は 1 地域を除き 33.3％から 55.0％にあった（図

8）。 

図 8 地域別にみた学部等の設置・資格等の取得可能状況 

あり

51.8％

なし

47.5％

無回答

0.7％

N=141

55.0

36.8

33.3

55.0

42.5

10.0

37.5

55.0

57.9

40.0

55.0

47.5

72.7

50.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

九州・沖縄

（n=20）

中国・四国

（n=19）

近畿・北陸

（n=20）

東海（n=20）

関東・甲信越

（n=41）

東北（n=11）

北海道（n=10)

歯科衛生士課程以外の学部/学科/専攻等がある

歯科衛生士課程において歯科衛生士以外に取得可能な資格・免許がある

（％）

N=141

あり

39.7％

なし

56.0％

無回答

4.3％
N=141
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卒業年次生の在籍者数は、「9 名」が最小で、「147 名」が最大だった（図 9）。平均（標

準偏差）は 44.1（25.1）名、中央値は 37.5 だった。 

 

図 9 卒業年次生の在籍者数 

 

回答結果に基づいてカテゴリを作成したところ、「31～40名」が最も多く40校（28.4％）、

次いで「21～30 名」25 校（17.7％）、「41～50 名」22 校（15.6％）であり、21～60 名の

学校が全体の 75.2％を占めた（図 10）。 

修業年限別にみた卒業年次の平均学生数は、3 年制 44.8 名（133/5,952）、4 年制 32.3

名（7/226）だった。 

 図 10 階級別にみた卒業年次生の在籍者数 
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2）歯科衛生士教育におけるキャリア教育 

キャリア教育を目的に授業科目として設置している講義（以下、講義）について、「講

義がある」学校は 73 校（51.8％）、「講義がない」学校は 60 校（42.6％）だった（図 11）。 

図 11 キャリア教育の講義の有無 

 

「講義がある」と回答した学校の「学生一人が修業期間に受講する、おおよその時間

数」について、73 校のうち 72 校（98.6％）から回答が得られ、「1 時間」が最小、「2,050

時間」が最大、中央値は 27.0 だった（図 12）。最も多かったのは、「30 時間」の 19 校

（26.4％）、次いで「8 時間」7 校（9.7％）、「2 時間」「10 時間」「15 時間」がそれぞれ 5

校（6.9％）だった。平均（標準偏差）は 108.4（334.9）時間、30 時間以下で全体の 76.4％

を占めた。 

図 12 キャリア教育の講義時間数（学生一人が修業期間に受講する、おおよその時間数） 

 

あり

51.8％

なし

42.6％

わからない

5.7％

N=141

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20
n=73（学校数）

（時間）
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歯科衛生士教育における講義以外のキャリア教育を目的とした取組み（以下、講義以

外の取組み）状況は、「実施している」79 校（56.0％）、「実施していない」52 校（36.9％）、

だった（図 13）。 

 

図 13 キャリア教育の講義以外の取組みの有無 

 

「実施している」と回答した学校の主な取組み内容について、72 校（91.1％）から自

由記述にて回答を得た。内容は、「就職ガイダンス」「卒業生の話を聞く」「キャリアガ

イダンス」「外部セミナー」「多職種（医療系）学生との交流」「大学として就職サポー

トのためのガイダンスなどの就職支援プログラムがある」等があげられた（表 4）。 

 

表 4 キャリア教育を目的とした講義以外の取組みの主な内容（記述内容の抜粋） 

あり

56.0％

なし

36.9％

わからない

6.4％

無回答

0.7％

N=141

・卒業生の話を聞く、就職ガイダンス
・キャリア支援講演会
・特別講義、就職活動について
・社労士及び就職情報誌会社からの講義
・就職ガイダンス、開業医見学実習
・マナー講座、就職支援
・就職支援セミナー、同窓会、DH会による入職前の講義
・キャリアプランシートへの記入、振り返り
・マナー教育、就職活動サポート
・外部セミナー
・歯科衛生士会の事業や研修会の実態、認定歯科衛生士の実態、歯科衛生士に関する学会の実態
・テーブルマナー、防犯教室、消費生活出前講座、租税教室等
・各分野で活躍している歯科衛生士による講義（病院、障がい者、認定、企業等）
・大学として就職サポートのためのガイダンスなどの就職支援プログラムがある。
　学科として卒業生（歯科衛生士：一般歯科医院勤務、病院勤務、施設勤務、養護教諭、企業勤
　務）の講話および質問会をしている
・キャリアカウンセリング
・グループでの演習
・就職活動に際し、キャリアプランニング研修を行っている
・多職種（医療系）学生との交流、卒業生からのキャリア教育、他企業からの将来設計ガイダンス
・キャリアガイダンス
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すべての地域の 3 割以上の学校に、キャリア教育に関する講義および講義以外の取組

みがあり（図 14）、講義は「関東・甲信越」の 65.9％が最も高く、次いで「中国・四国」

が 63.2％だった。講義以外の取組みの実施は、「東海」の 65.0％が最も高く、次いで「九

州・沖縄」が 60.0％だった。 

図 14 地域別にみたキャリア教育の実施状況 

 

開設年数別にキャリア教育の実施状況をみると（図 15）、講義は 49.3％から 60.0％の

学校で実施されており、相対的に開設年数の短い学校の実施率が高かった。講義以外の

取組みの実施は、「5～10 年未満」の 87.5％が顕著に高く、その他は 42.1％から 66.7％

にあり、相対的に開設年数の短い学校の実施率が高かった。 

図 15 開設年数別にみたキャリア教育の実施状況 

53.6

42.1

66.7

61.3

87.5

60.0

49.3

52.6

50.0

53.1

62.5

60.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

40年以上

30～40年未満

20～30年未満

10～20年未満

5～10年未満

5年未満

キャリア教育に関する講義がある
講義以外でキャリア教育を目的とした取組みを実施している

N=141

（％）

60.0

57.9

57.9

65.0

56.1

54.5

30.0

50.0

63.2

35.0

40.0

65.9

45.5

40.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

九州・沖縄

中国・四国

近畿・北陸

東海

関東・甲信越

東北

北海道

キャリア教育に関する講義がある
講義以外でキャリア教育を目的とした取組みを実施している

N=141

（％）
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講義および講義以外の取組みの有無に関する回答に基づき、キャリア教育の実施状況

について 5 カテゴリを作成した結果、講義と講義以外の取組みの「両方実施」が 51 校

（36.2％）、「両方実施なし」が 32 校（22.7％）、「講義以外の取組みのみ」が 27 校（19.1％）、

「講義のみ」が 20 校（14.2％）だった（図 16）。 

「その他」の 5 校（3.5％）は、「講義あり、講義以外はわからない」2 校、「講義の有

無はわからない、講義以外あり」1 校、「講義の有無はわからない、講義以外は無回答」

１校、「講義なし、講義以外はわからない」1 校だった。 

 

図 16 キャリア教育の実施状況 

 

キャリア教育の実施の有無（講義・講義以外の取組みのいずれか実施で「キャリア教

育あり」とした）で作成した 3 カテゴリでは、「キャリア教育を実施している」は 101

校（71.6％）、「キャリア教育を実施していない」は 33 校（23.4％）だった（図 17）。 

 

図 17 キャリア教育の実施の有無 

両方実施

36.2％

両方実施なし

22.7％

講義以外のみ

実施

19.1％

講義のみ実施

14.2％

両方とも実施の有無が

わからない

4.3％
その他

3.5％

N=141

キャリア教育を

実施している

71.6％

キャリア教育を

実施していない

23.4％

実施の有無が

わからない

5.0％

N=141
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 すべての地域において、6 割以上の学校で講義や講義以外の取組みによるキャリア教

育が行われていた（図 18）。地域とキャリア教育の実施の有無（講義・講義以外の取組

みのいずれか実施で「キャリア教育あり」、講義・講義以外の取組みのどちらも実施し

ていない「キャリア教育なし」とした）に関連はなかった（χ2検定、p＝0.807）。 

図 18 地域別にみたキャリア教育の有無 

 

すべての開設年数で、6 割以上の学校で講義や講義以外の取組みによるキャリア教育

が行われていた（図 19）。キャリア教育は、「5～10 年未満」の学校が 100.0％にたいし

て「5 年未満」は 60.0％だったが、相対的に開設して短い年数の学校の実施率が高かっ

た。開設年数とキャリア教育の実施の有無に関連はなかった（χ2検定、p＝0.425）。 

 

図 19 開設年数別にみたキャリア教育の有無 

69.6

63.2

83.3

75.0

100.0

60.0

27.5

31.6

15.6

40.0

2.9

5.3

16.7

9.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

40年以上

30～40年未満

20～30年未満

10～20年未満

5～10年未満

5年未満

キャリア教育あり キャリア教育なし キャリア教育の有無がわからない

N=141

（％）

75.0

73.7

60.0

70.0

78.0

72.7

60.0

20.0

21.1

30.0

25.0

19.5

18.2

40.0

5.0

5.3

10.0

5.0

2.4

9.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

九州・沖縄

中国・四国

近畿・北陸

東海

関東・甲信越

東北

北海道

キャリア教育あり キャリア教育なし キャリア教育の有無がわからない

N=141

（％）
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講義や講義以外の取組みによるキャリア教育の学習時期は、「3 年次」84 校（59.6％）

が最も多く、次いで「1 年次」57 校（40.4％）だった（図 20）。 

修業年限別に開講年次をみたところ、3 年制は「3 年次」の実施が最も多く 77 校（57.5％）

で行われ、4 年制は「3 年次」の実施が最も多く 7 校（100.0％）すべての学校で行われ

ていた。 

図 20 キャリア教育の開講年次 

 

回答に基づき 4 カテゴリを作成した結果、「初年次のみ」が 10 校（9.9％）、「卒業年

次のみ」が 25 校（24.8％）、修業期間の「すべての年次（3 年制は 1 年次から 3 年次ま

で、4 年制は 1 年次から 4 年次まで）」が 30 校（29.7％）だった（図 21）。 

図 21 キャリア教育の学習時期 

4.3

59.6

34.0

40.4

85.7

100.0

42.9

42.9

57.5

33.6

40.3
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4年次

3年次

2年次

1年次

３年制（n＝134）

４年制 （n＝7）

全体 （N=141）

（％）

初年次のみ

9.9％

卒業年次のみ

24.8％

すべての年次

29.7％

その他

34.7％

無回答

1.0％

N=141
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1 地域を除き、初年次のみよりも卒業年次のみにキャリア教育を行っている割合が高

かった（図 22）。すべての年次でキャリア教育を開講していたのは「中国・四国」の 50.0％

が最も高く、次いで「近畿・北陸」が 41.7％だった。 

図 22 地域別にみたキャリア教育の学習時期 

 

開設年数別では、「5～10 年未満」において初年次のみの学校がなく、すべての年次

が 62.5％であり、「30～40 年未満」は卒業年次のみが 50.0％を占めた（図 23）。「5 年

未満」と「20～30 年未満」は初年次のみ、卒業年次のみ、すべての年次の割合が同一

で、30 年以上の学校は初年次のみの学校の割合が低値を示した。 

図 23 開設年数別にみたキャリア教育の学習時期 
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（ ２ ）学生用調査 

 返送のあった 150 校における学生用調査票数は、合計で 6,270 名分だった。このうち、

すべての質問に回答がない 6 名の調査票を無効票とした。 

無効票のあった学校は 5 校で、内訳は 2 名の無効票があった学校が 1 校、他は 1 校に

つき 1 名だった。150 校について、学校ごとに回収数にたいする有効票数（有効票数/回

収数）を算出した結果、90.9％から 100.0％の幅にあり、100.0％が 145 校だった。 

 分析対象者は、回収された学生用調査票から無効票を除く 6,264 名とした。在籍者数

は、学校用調査票の回答があった 141 校のうち、在籍学生数の質問に回答のあった 140

校の合計より 6,178 名であった。 

在籍学生数が把握できた 140 校の学生用調査票の回収数が 5,892 名だったことから回

収率は 95.4％（5,892/6,178）、140 校分の学生用調査票のうち無効票が 5 票だったことか

ら有効回答率は 99.8％（5,882/5,892）だった。 

 

1）属性 

回答者の性別は、女子が 6,177 名（98.6％）、男子が 8 名（0.1％）だった（図 24）。 

年齢は、「20 歳」から「64 歳」までの回答が得られ、平均年齢（標準偏差）は 21.7（3.5）

歳だった。最多は「21 歳」3,365 名（53.7％）、次いで「20 歳」1,811 名（28.9％）、「22

歳」312 名（5.0％）だった（図 25）。  

年代別の割合は、20 歳代 5,956 名（95.1％）、30 歳代 214 名（3.4％）、40 歳代 46 名

（0.7％）だった（図 26）。 

 

図 24 性別                図 26 年代 

 

 

 

 

 

男子

0.1％

女子

98.6％

無回答

1.3％ N=6,264

20歳代

95.1％

30歳代

3.4％

40歳代

0.7％

50歳代

0.1％

N=6,264
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図 25 年齢 

 

 

歯科衛生士学校入学直前に修了した教育課程は「高校」が最も多く 5,417 名（86.5％）、

次いで「専門学校」422 名（6.7％）、「大学」198 名（3.2％）だった（図 27）。 

昼間部と夜間部の別は、「昼間部」5,912 名（94.4％）、「夜間部」294 名（4.7％）だっ

た（図 28）。 

 

  

図 27 歯科衛生士学校入学直前に修了した教育課程   図 28 昼間部と夜間部の別 
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高校

86.5％

専門学校

6.7％

大学

3.2％

短期大学

2.4％

その他

0.6％
無回答

0.6％
N=6,264

昼間部

94.4％

夜間部

4.7％

無回答

0.9％
N=6,264
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2）歯科衛生士学校入学前、入学時、現在、卒業後すぐ、約 10 年後の時間軸における勤

労観や職業観等 

歯科衛生士学校に進学した理由は、最も多かったのが「資格の取得（歯科衛生士以外

を含む）」2,005 名（30.2％）、次いで「人からの勧め（家族、先生等）」1,278 名（20.4％）、

「歯科衛生士を志望」920 名（14.7％）だった（図 29）。 

図 29 歯科衛生士学校への進学理由 

 

歯科衛生士の志望に際し、最も影響を受けた人は、「家族」が最も多く 2,285 名（36.5％）、

次いで「なし」1,717 名（27.4％）だった（図 30）。 

「その他」の内容は、「歯科衛生士」「高校の先輩」「近所の知り合い」等の記載があ

った。そのうち、「歯科衛生士」の回答が多かったため、カテゴリに加えた。 

図 30 歯科衛生士の志望に影響を受けた人 

家族

36.5％

影響を受けた人はいない

27.4％

友人

10.2％

先生

8.0％

歯科衛生士

7.1％

親戚

5.0％

その他

5.6％

無回答

0.3％
N=6,264

1.0

2.0

0.3

0.6

2.0

7.0

10.0

10.1

14.7

20.4

32.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

その他

無回答

短期大学／４年制大学の卒業

学校の場所（立地／通学の便）

特に理由はない

経済的に自立できる

就職に困らない

医療職への興味・関心

歯科衛生士を志望

人からの勧め（家族、先生等）

資格の取得（歯科衛生士以外を含む）

（％）

N=6,264

単一回答

29



 歯科衛生士学校入学時について、卒業後の進路は「歯科衛生士として就職」を考えて

いた者が最も多く 5,781 名（92.3％）、次いで「考えていなかった」245 名（3.9％）だっ

た（図 31）。 

図 31 入学時に考えていた卒業後の進路 

 

入学時に希望していた就業先は、「歯科診療所」が最も多く 4,686 名（74.8％）、次い

で、「病院／大学病院」636 名（10.2％）だった（図 32）。 

図 32 入学時に希望していた就業場所 

 

歯科衛生士として就職

92.3％

考えていなかった

3.9％

歯科衛生士以外で就職

1.9％

進学（大学、大学院等）

1.4％
その他

0.4％

無回答

0.2％

N=6,264

歯科診療所

74.8％

病院／大学病院

10.2％

考えていなかった

9.0％

企業 2.0％

行政＊ 1.9％

介護保険施設等 0.6％

歯科衛生士養成学校

0.2％

その他 0.7％

無回答 0.6％

歯科診療所以外

25.2％

N=6,264

＊行政（保健所／都道府県／市区町村）
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 現在、つまり卒業を約 4 ヵ月後にひかえた時点の勤労観や職業観に関する意識や意向

を質問した。 

歯科衛生士を志望してよかったと思うかについて、「はい」が最も多く 3,759 名

（60.0％）、次いで「どちらともいえない」2,134 名（34.1％）だった（図 33）。 

歯科衛生士として生涯働き続けたいと思うかは、「はい」が最も多く 3,143 名（50.2％）、

次いで「どちらともいえない」2,476 名（39.5％）だった（図 34）。 

  

図 33 歯科衛生士の志望の可否      図 34 歯科衛生士として生涯働く意欲 

 

歯科衛生士を長く続けるために重要と考える事項を選択肢から重視する順番に 1 位

から 3 位まで回答を求めたところ、1 位は「仕事へのやりがい」が最も多く 2,432 名

（38.8％）、次いで「勤務条件（勤務時間・福利厚生）」1,121 名（17.9％）だった（図 35）。

2 位と 3 位はいずれも、「勤務条件」が最も多かった。 

図 35 歯科衛生士として長期勤続のための重要事項 
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60.0％

どちらとも
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34.1％
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よくなかった
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無回答

0.8％
N=6,264

生涯、歯科衛生士として

働き続けたいと思う

50.2％

どちらとも

いえない

39.5％

生涯、歯科衛生士として

働き続けたいと思わない

10.0％

無回答

0.3％
N=6,264

12.1

17.7

38.8

20.6

23.1

17.9

17.3

19.8

17.4

18.2

19.2

10.2

9.6

6.4

7.9

8.0

5.8

4.4

6.7

3.6

1.4

4.0

2.2

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

3位

2位

1位

仕事へのやりがい 勤務条件（勤務時間・福利厚生）

自分のスキル 勤務待遇（給与）

心身の健康 相談できる環境

社会的なサポート（保育園等） 家族の理解やサポート（家事分担等）

復職時のサポート（研修会等） 無回答
N=6,264
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歯科衛生士はやりがいのある仕事だと思うかについて、「はい」が最も多く 5,257 名

（83.9％）、次いで「どちらともいえない」916 名（14.6％）だった（図 36）。 

 

    図 36 歯科衛生士の仕事にたいするやりがい 

 

 

仕事における将来設計（以下、キャリア展望）について、「あまり描けていない」が

最も多く 2,766 名（44.2％）、次いで「やや描けている」2,170 名（34.6％）だった（図

37）。 

仕事と自分の生活のバランス（以下、ライフワークバランス）をどのように描いてい

るかについて、「仕事と生活と両立」が最も多く 4,769 名（76.1％）、次いで「生活優先」

1,083 名（17.3％）だった（図 38）。 

 

図 37 キャリア展望         図 38 ライフワークバランス 

 

歯科衛生士は
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83.9％

どちらとも
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14.6％

歯科衛生は、やりがいのある

仕事だと思わない

1.1％

無回答

0.4％

N=6,264

描けている

8.0％

やや描けている

34.6％
あまり描けて

いない

44.2％

描けていない

12.9％

無回答

0.3％

N=6,264

仕事と生活と両立

76.1％

生活優先

17.3％

仕事優先

6.2％

無回答

0.4％

N=6,264
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歯科関係の研修会や勉強会に継続して参加したいと思うかについて、「やや思う」が

最も多く 3,148 名（50.3％）、次いで「あまり思わない」1,630 名（26.0％）だった（図

39）。 

今後、「認定歯科衛生士」を取得したいと思うかは、「やや思う」が最も多く 2,269 名

（36.2％）、次いで「あまり思わない」1,967 名（31.4％）だった。一方で、「認定歯科衛

生士を知らない」と回答した者も 725 名（11.6％）いた（図 40）。 

 

図 39 研修等への継続参加の意欲       図 40 認定歯科衛生士の取得意向 

 

歯科衛生士学校でキャリア教育を受けたか（以下、受講経験）を質問したところ、「覚

えていない」が最も多く 3,714 名（59.3％）、次いで「受けた」は 1,640 名（26.2％）だ

った（図 41）。 

   図 41 歯科衛生士学校でのキャリア教育の受講経験 

 

キャリア教育の実施状況と受講経験の一致の程度をみるため、学校用調査票の「キャ

リア教育の講義の有無」および「講義以外の取組みの実施状況の有無」と、学生用調査

票の「歯科衛生士学校でキャリア教育を受けましたか」について、連結データを用いて

とても思う

16.6％

やや思う

50.3％

あまり思わない

26.0％

全く思わない

6.9％

無回答

0.3％

N=6,264
とても思う

13.2％

やや思う

36.2％
あまり思わない

31.4％

全く思わない

7.3％

認定歯科衛生士を知らない

11.6％

無回答

0.3％

N=6,264

受けた

26.2％

受けなかった

14.0％

覚えていない

59.3％

無回答

0.5％

N=6,264
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一致率の検定（κ 係数）を行った。その結果、「講義がある」と「受けた」は κ＝.114、

「講義以外の取組みを実施している」と「受けた」は κ＝.061 といずれも低値であった。 

 次に、どのようなキャリア教育内容が、学生の受講経験の認識となっているのかをみ

るため、講義以外の取組みを実施している学校の学生が、キャリア教育を「受けた」と

回答した割合を学校ごとに算出した。その結果、学生が受講を認識している合致の率は、

2.4％から 94.4％と大きな幅があり、平均（標準偏差）は 30.7（19.7）だった。この範囲

を、低（20.0％未満）、中（20.0％以上 40.0％未満）、高（40.0％以上）にわけ、それぞれ

の学校で実施している主な講義以外の取組み内容を示した（表 5）。 

 

表 5 学生の受講認識の程度別にみたキャリア教育の取組み内容 

学生の受講
認識の程度

講義以外の取組みによるキャリア教育の実施内容（自由回答の記述内容を抜粋）

・講演会
・就職支援、職業調整
・キャリアカウンセリング
・就活セミナー
・就労全般について、年金について
・ワークルールセミナー
・他大学、他専門学校との交流事業
・卒業生の話を聞く、就職ガイダンス
・テーブルマナー、防犯教室、消費生活出前講座、租税教室等
・マナー研修
・DHに来ていただき、仕事についての講義をしてもらっている
・LHR、歯科衛生士概論など
・歯科メーカーへの研修旅行、DH会学生部入会
・マナー教育、就職活動サポート
・各分野で活躍している歯科衛生士による講義（病院、障がい者、認定、企業等）
・歯科衛生士会の事業や研修会の実態、認定歯科衛生士の実態、歯科衛生士に関する学会の実態
・就労するということについて
・歯科衛生士会が共催しているイベントのお手伝い
・社会人常識マナー、患者教育
・特別講義として県DH会、ライフスタイル設計等のセミナー
・就職支援等
・就職活動の心得、方法
・卒業生講演、就職説明会
・大学として就職サポートのためのガイダンスなどの就職支援プログラムがある。学科として卒業生
（歯科衛生士：一般歯科医院勤務、病院勤務、施設勤務、養護教諭、企業勤務）の講話および質問会をし
ている

・就職セミナー等
・卒業生からのアドバイス等を聴講
・個人分析、ガイダンス
・キャリア支援講演会
・外部セミナー
・就職支援セミナー、同窓会、DH会による入職前の講義
・歯科医師会と連携事業参加
・卒業生や歯科医院のプレゼンテーション
・多職種（医療系）学生との交流、卒業生からのキャリア教育、他企業からの将来設計ガイダンス
・業者に来ていただく、卒業生に発表してもらう　etc
・社労士及び就職情報誌会社からの講義
・就職ガイダンス、租税教室
・臨地臨床実習
・マナー講座、就職支援
・接遇、面接技法、コミュニケーションスキル
・衛生士として働く意義について、就職活動の進め方
・業者による就職セミナーや歯科医院による就職説明会
・主として就職に関する内容
・あいさつ、コミュニケーション力など日々指導、実習の事前オリテやリフレクション時、折にふれ実施
・就職ガイダンス
・歯科医院から来ていただいたDHの業務内容や就業条件などを聞く
・専門歯科衛生士学の授業が該当
・企業セミナー
・接遇セミナー、メイキャップ講座、就職試験対策
・2年次歯科医院見学実習
・就職ガイダンス、開業医見学実習

低

中
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なお、キャリア教育の講義以外の取組みを「実施している」と回答した学校 79 校の

うち、7 校からは記述による実施内容の回答が得られなかった。学生の受講認識が高い

学校は、「キャリア」の用語を明示した取組みが相対的に多くみられた。 

 

歯科衛生士学校卒業後すぐ、歯科衛生士として就職するかについて、「はい」が 5,830

名（93.1％）だった（図 42）。 

「いいえ」と回答した 428 名（6.8％）に、その具体的な内容の選択を求めた結果、

407 名（95.1％）から回答が得られ、「未定」287 名（70.5％）、「大学、大学院等へ進学」

62 名（15.2％）、「歯科衛生士以外として就職」32 名（7.9％）、「その他」26 名（6.4％）

だった。「その他」には、「留学」「引っ越し」「結婚」「出産」等の記述があった。 

 

図 42 卒業後すぐの就職 

歯科衛生士として就職する

93.1％

歯科衛生士として

就職しない

6.8％

無回答

0.1％

N=6,264

学生の受講
認識の程度

講義以外の取組みによるキャリア教育の実施内容（自由回答の記述内容を抜粋）

・キャリアアップセミナー
・就業先の選定について
・歯科衛生業務に関する講義、実習、臨床実習においてすべての時間
・就職ガイダンス、租税・年金セミナー
・入学前セミナー
・3年：8h、2年：6h、1年：4h
・キャリアサポーターの講演会
・就職ガイダンス等
・就職ガイダンス、就職説明会
・歯科衛生士概論授業内容に含んでいます
・夏期課題：希望する歯科医療現場の見学
・特別講義
・特別講義、就職活動について
・グループでの演習
・求人票の見方、保険、お金についてなど
・キャリアガイダンス
・現役で働く卒業生に業務内容や、やりがい等の講演を依頼している
・就職支援セミナー、先輩のキャリアを聞く
・キャリアプランシートへの記入、振り返り
・就職講話
・就職活動に際し、キャリアプランニング研修を行っている
・外部講師による就職セミナーの実施

高
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卒業後すぐ歯科衛生士として就職する者の希望の就業場所は、「歯科診療所」が最も

多く 5,439 名（93.8％）、次いで「病院／大学病院」247 名（4.3％）だった（図 43）。 

図 43 卒業後すぐ歯科衛生士として就職する者の希望の就業場所 

 

入学時に希望していた就業場所と、卒業後すぐに「歯科衛生士として就職」と回答し

た者の希望の就業場所を併せて示した。いずれも「歯科診療所」が大半を占め、入学前

は 7 割を、卒業後すぐは 9 割を超えた（図 44）。 

入学時と卒業後すぐの希望就業場所を比較すると、卒業後すぐの「病院／大学病院」

が 10.2％から 4.3％で最も大きく減少し、他の就業場所の減少と合わせて「歯科診療所」

へ移行した。 

図 44 入学時と卒業後すぐの希望の就業場所 
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60.0

70.0

80.0

90.0

100.0
入学時（N=6,264） 卒業後すぐ（n=5,830）（％）

＊行政（保健所／都道府県／市区町村）

無回答は除く

歯科診療所

93.8％

病院／大学病院

4.3％

考えていない 0.7％

行政＊ 0.4％

介護保険施設等 0.3％

歯科衛生士養成学校

0.1％

その他 0.1％

歯科診療所以外

＊行政（保健所／都道府県／市区町村）

ｎ=5,830

企業 0.5％
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卒業後すぐの就職先を決めるにあたり、最も影響を受けた人は、「なし」が最も多く

2,293 名（39.7％）、次いで「実習先の歯科医師・歯科衛生士」1,373 名（23.8％）だった

（図 45）。「その他」には、「アルバイト先の歯科医院の院長」「受診している歯科医院の

歯科医療従事者」「勤務先の歯科衛生士」等の記述があった。 

図 45 卒業後すぐの就職先を決めるにあたり影響を受けた人 

 

 

卒業後すぐ歯科衛生士として就職する者に、最初の勤務先で、何年くらい働きたいと

考えているか質問した。その結果、「3～5 年未満」が最も多く 2,621 名（45.1％）、次い

で「5～10 年未満」1,431 名（24.6％）だった（図 46）。 

 

図 46 卒業後すぐ歯科衛生士として就職する者の 

最初の勤務先での希望の勤務年数 
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卒業後すぐ「歯科衛生士として就職」と回答した者に、就職に不安があるかを質問し

たところ、「自分の技術・知識不足」が最も多く 3,296 名（57.5％）、次いで「職場の人

間関係」1,763 名（30.7％）であり、合わせて 88.2％を占めた（図 47）。 

図 47 卒業後すぐの歯科衛生士としての就職に対する不安 

 

卒業後すぐ歯科衛生士として就職する者に、就職先を決める際に重要と考える事項を

選択肢から重視する順番に 1 位から 3 位まで回答を求めたところ、1 位は「職場の人間

関係」が最も多く 2,433 名（41.8％）、次いで「給与」1,188 名（20.4％）だった（図 48）。

2 位と 3 位はいずれも、「給与」が最も多く、次いで「勤務時間」だった。 

図 48 卒業後すぐ歯科衛生士として就職する際の重視事項 
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 歯科衛生士学校を卒業しておおよそ 10 年後について、どのような進路を思い描いて

いるか質問したところ、5,026 名（80.2％）が「歯科衛生士として就職」と回答した（図

49）。「歯科衛生士以外として就職」は 763 名（12.2％）、「進学」は 20 名（0.3％）だっ

た。「その他」には、「専業主婦」「子育て」「分からない」等の記述があった。 

 

図 49 卒業して約 10 年後の進路 

 

 入学時、卒業後すぐ、おおよそ 10 年後の歯科衛生士としての就職等に関する意向を

比較した。いずれの時間軸においても、「歯科衛生士として就職」の割合が顕著に高か

った（図 50）。 

入学時と卒業後すぐの「歯科衛生士として就職」は 9 割以上だったが、 10 年後には、

8 割に低下し、「歯科衛生士以外としての就職」「その他」が増加した。 

図 50 歯科衛生士としての就職等に関する意向の変化 
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3）SOC スケール 

 本調査では、首尾一貫感覚を測定する心理尺度である SOC（sense of coherence）スケ

ールの短縮版 SOC3 項目 7 件法スケールを用いた。質問は、「Q1:私は、日常生じる困難

や問題の解決策をみつけることができる」「Q2:私は、人生で生じる困難や問題のいくつ

かは、向き合い、取り組む価値があると思う」「Q3:私は、日常生じる困難や問題を理解

したり予測したりできる」の 3 つである。この 3 項目を、7 ポイント（よくあてはまる：

1～まったくあてはまらない：7）の SD（semantic differential）法で回答を得た（図 51）。 

図 51 SOC スケールの回答状況 

 

SOC は各項目のスコアをすべて逆転したうえで、個々人の合計点数を 1 ポイント 1

点とした総得点を使用し 11）、得点が高いほど SOC が強く、ストレス対処能力が高いと

評価する 12）。反転したスコアリング（最大 21 点となる）で学生ごとに 3 項目の合計

得点を算出した結果、3-21 の範囲をとり、15 点が最も多く 1,013 名（16.2％）、次いで

12 点 1,008 名（16.1％）だった（図 52）。平均（標準偏差）は 14.4（3.4）で、合計得

点は、12 点以上が全体の 85.7％を占めた。 

図 52 SOC スケール（SOC 3- UTHS）得点 
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SOC スケールに高低の基準は定められておらず、カットオフポイントも設定されて

いない 12）ため、本調査結果の平均値を基準に 3～14 点を低群、15～21 点を高群として

群分けした。 

SOC 得点の高低群別に勤労観および職業観に関する変数とのクロス集計をした結果

（表 6）、高群のほうが低群に比べて、歯科衛生士の志望を肯定的に捉え、歯科衛生士の

仕事にやりがいを感じ、歯科衛生士として生涯働く意欲をもち、キャリア教育の受講認

識をもち、キャリア展望やライフワークバランスを描き、研修等の参加意欲が有意に高

かった（p<0.01）。 

 

表 6 SOC 得点の高低群別にみた勤労観および職業観 

n（％）

低群（3-14点） 高群（15-21点）

（n=3,057） （n=3,171）
修了している教育課程

高校 2,699(88.5) 2,702(85.5)
専門学校 188( 6.2) 232( 7.3)
短期大学 69( 2.3) 83( 2.6)

大学 77( 2.5) 121( 3.8)
その他 17( 0.6) 23( 0.7)

卒業後すぐの就職先での希望就業年数
1年未満 11( 0.4) 6( 0.2)

1～3年未満 609(21.5) 496(16.8)
3～5年未満 1,317(46.4) 1,295(43.9)

5～10年未満 649(22.9) 776(26.3)
10年以上 253( 8.9) 376(12.8)

歯科衛生士を志望してよかった
はい 1,535(50.6) 2,203(70.1)

いいえ 220( 7.3) 95( 3.0)
どちらともいえない 1,278(42.1) 846(26.9)

歯科衛生士の仕事にたいするやりがい
はい 2,402(78.8) 2,830(89.6)

いいえ 47( 1.5) 18( 0.6)
どちらともいえない 599(19.7) 311( 9.8)

生涯、歯科衛生士として働きたい
はい 1,270(41.7) 1,858(58.8)

いいえ 385(12.6) 234( 7.4)
どちらともいえない 1,394(45.7) 1,070(33.8)

キャリア教育の受講
受けた 632(20.8) 1,007(31.8)

受けなかった 391(12.8) 479(15.1)
覚えていない 2,022(66.4) 1,680(53.1)

キャリア展望
描けている 114( 3.7) 381(12.0)

やや描けている 760(24.9) 1,399(44.2)
あまり描けていない 1,580(51.8) 1,174(37.1)

描けていない 597(19.6) 209( 6.6)
ライフワークバランス

仕事と生活と両立 2,197(72.1) 2,549(80.6)
仕事優先 194( 6.4) 194( 6.1)
生活優先 655(21.5) 418(13.2)

研修会等に継続して参加したい
とても思う 308(10.1) 721(22.8)

やや思う 1,477(48.4) 1,661(52.5)
あまり思わない 985(32.3) 635(20.1)

全く思わない 281( 9.2) 146( 4.6)

無回答は除く

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001

SOC 得点の高低群別にみた職業観および就労観

P値
（χ2検定）

0.006

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001
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4）希望の勤務年数別にみた勤労観および職業観 

 卒業後すぐに歯科衛生士として就職すると回答した者の、最初の勤務先での希望の

勤務年数について、3 年未満、3～5 年未満、5 年以上の 3 群にわけて勤労観および職

業観の比較を行った（表 7）。 

勤務年数を長く希望しているほうが、歯科衛生士の志望を肯定的に捉え、歯科衛生士

の仕事にやりがいを感じ、歯科衛生士として生涯働く意欲をもち、キャリア教育の受講

認識をもち、キャリア展望やライフワークバランスを描き、研修等の参加意欲や認定歯

科衛生士の取得意向が有意に高かった（p<0.01）。 

 

表 7 卒直後、最初の勤務先での希望の勤務年数別にみた勤労観および職業観 

 

 

 

 

n（％）

3年未満 3～5年未満 5年以上

（n=1,131） （n=2,621） （n=2,065）
歯科衛生士を志望してよかった

はい 533(47.8) 1,601(61.6) 1,445(70.4)
いいえ 101( 9.1) 107( 4.1) 45( 2.2)

どちらともいえない 482(43.2) 893(34.3) 564(27.5)
歯科衛生士の仕事にたいするやりがい

はい 859(76.3) 2,262(86.6) 1,849(89.8)
いいえ 19( 1.7) 17( 0.7) 8( 0.4)

どちらともいえない 248(22.0) 334(12.8) 202( 9.8)
生涯、歯科衛生士として働きたい

はい 377(33.5) 1,284(49.1) 1,380(66.9)
いいえ 215(19.1) 218( 8.3) 71( 3.4)

どちらともいえない 535(47.5) 1,111(42.5) 611(29.6)
キャリア教育の受講

受けた 243(21.6) 714(27.4) 575(27.9)
受けなかった 165(14.7) 347(13.3) 296(14.4)
覚えていない 716(63.7) 1,546(59.3) 1,187(57.7)

キャリア展望
描けている 68( 6.0) 169( 6.5) 238(11.5)

やや描けている 345(30.6) 915(35.0) 791(38.4)
あまり描けていない 504(44.7) 1,232(47.1) 848(41.1)

描けていない 211(18.7) 300(11.5) 184( 8.9)
ライフワークバランス

仕事と生活と両立 768(68.1) 2,058(78.7) 1,690(82.1)
仕事優先 72( 6.4) 140( 5.4) 147( 7.1)
生活優先 287(25.5) 416(15.9) 222(10.8)

研修会等に継続して参加したい
とても思う 112( 9.9) 381(14.6) 487(23.6)

やや思う 496(44.0) 1,372(52.4) 1,097(53.2)
あまり思わない 384(34.1) 717(27.4) 407(19.7)

全く思わない 135(12.0) 146( 5.6) 71( 3.4)
認定歯科衛生士の取得意向

とても思う 102( 9.1) 318(12.2) 358(17.4)
やや思う 348(30.9) 949(36.3) 825(40.0)

あまり思わない 388(34.5) 900(34.4) 559(27.1)
全く思わない 124(11.0) 160( 6.1) 96( 4.7)

認定歯科衛生士を知らない 164(14.6) 288(11.0) 224(10.9)

無回答は除く

<0.001

<0.001

0.001

<0.001

<0.001

<0.001

P値
（χ2検定）

<0.001

<0.001
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5）就業継続の意欲の有無別にみた勤労観および職業観 

 歯科衛生士として生涯働く意欲がある者は、意欲がないまたはどちらでもない者に

比べてキャリア教育の受講認識をもつとともに、勤労や自己研鑽にたいして意欲的か

つ将来にわたる職業として歯科衛生士を捉えていた（p<0.01）（表 8）。 

 

表 8 就業継続の意欲の有無別にみた勤労観および職業観 

 

n（％）

はい いいえ／どちらでもない P値
（n=3,143） （n=3,102） （χ2検定）

卒業後すぐ歯科衛生士として就職
はい 3,047(97.0) 2,768(89.3)

いいえ 94( 3.0) 333(10.7)
卒業後すぐの就職先での希望就業年数

1年未満 2( 0.1) 15( 0.5)
1～3年未満 375(12.3) 735(26.6)
3～5年未満 1,284(42.2) 1,329(48.1)

5～10年未満 874(28.7) 555(20.1)
10年以上 506(16.6) 127( 4.6)

歯科衛生士を志望してよかった
はい 2,735(87.5) 1,024(33.2)

いいえ 17( 0.5) 301( 9.8)
どちらともいえない 374(12.0) 1,759(57.0)

歯科衛生士はやりがいのある仕事
はい 3,023(96.4) 2,229(72.0)

いいえ 3( 0.1) 64( 2.1)
どちらともいえない 111( 3.5) 804(26.0)

キャリア展望
描けている 386(12.3) 116( 3.7)

やや描けている 1,371(43.6) 796(25.7)
あまり描けていない 1,190(37.9) 1,575(50.8)

描けていない 194(6.2) 614(19.8)
ライフワークバランス

仕事と生活と両立 2,675(85.2) 2,091(67.6)
仕事優先 203( 6.5) 186( 6.0)
生活優先 262( 8.3) 818(26.4)

研修会等に継続して参加したい
とても思う 767(24.4) 269( 8.7)

やや思う 1,744(55.5) 1,400(45.2)
あまり思わない 540(17.2) 1,089(35.1)

全く思わない 91( 2.9) 342(11.0)
キャリア教育の受講

受けた 929(29.7) 707(22.9)
受けなかった 472(15.1) 401(13.0)
覚えていない 1,725(55.2) 1,980(64.1)

10年後の進路
歯科衛生士として就職 2,987(95.6) 2,024(65.8)

歯科衛生士以外として就職 45( 1.4) 716(23.3)
進学（大学・大学院等） 8( 0.3) 12( 0.4)

その他 84( 2.7) 323(10.5)

無回答は除く

歯科衛生士として生涯就業継続の意欲

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001
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6）昼・夜間部別にみた学生の比較 

昼間部と夜間部の学生について、主たる質問項目の比較を行った（表 9）。平均（標準

偏差）年齢は、「昼間部」21.4（2.8）歳、「夜間部」28.8（6.8）歳だった。 

夜間部の学生ほうが、昼間部の学生に比べて「高校」修了の割合が低く、歯科衛生士

の志望を肯定的に捉え、歯科衛生士として生涯働く意欲をもち、キャリア展望を描き、

研修等の参加意欲が有意に高かった（p<0.01）。 

 

表 9 昼・夜間部別にみた学生の特性 

n（％）

昼間部 夜間部

（n=5,912） （n=294）
修了している教育課程

高校 5,223(88.4) 167(57.8)
専門学校 377( 6.4) 40(13.8)
短期大学 126( 2.1) 26( 9.0)

大学 150( 2.5) 47(16.3)
その他 30( 0.5) 9( 3.1)

卒業後すぐの就職先での希望就業年数
1年未満 15( 0.3) 2( 0.8)

1～3年未満 1,053(19.1) 50(19.1)
3～5年未満 2,499(45.4) 107(40.8)

5～10年未満 1,350(24.5) 64(24.4)
10年以上 588(10.7) 39(14.9)

歯科衛生士を志望してよかった
はい 3,508(59.8) 223(76.6)

いいえ 310( 5.3) 4( 1.4)
どちらともいえない 2,045(34.9) 64(22.0)

生涯、歯科衛生士として働きたい
はい 2,926(49.6) 186(63.5)

いいえ 611(10.4) 9( 3.1)
どちらともいえない 2,358(40.0) 98(33.4)

キャリア展望
描けている 450( 7.6) 47(16.0)

やや描けている 2,031(34.4) 121(41.3)
あまり描けていない 2,647(44.9) 94(32.1)

描けていない 770(13.1) 31(10.6)
ライフワークバランス

仕事と生活と両立 4,512(76.6) 219(74.7)
仕事優先 361( 6.1) 25( 8.5)
生活優先 1,019(17.3) 49(16.7)

研修会等に継続して参加したい
とても思う 917(15.5) 107(36.5)

やや思う 2,997(50.8) 133(45.4)
あまり思わない 1,568(26.6) 43(14.7)

全く思わない 416( 7.1) 10( 3.4)

無回答は除く

<0.001

<0.001

0.251

<0.001

0.123

<0.001

<0.001

P値
（χ2検定）
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7）修業年限別にみたキャリア教育の実施状況 

3 年制と 4 年制の学校の概要およびキャリア教育の実施状況について、比較を行った

（表 10）。4 年制のほうが 3 年制に比べて、歯科衛生士課程以外の学部等があり、歯科

衛生士以外の資格等が取得可能であったが、キャリア教育の実施状況および講義時間に

有意差は認められなかった。 

 

表 10 修業年限別にみた学校の概要と教育の実施状況 

 

  

n（％）

3年制
（n=134）

4年制
（n=7)

P値

（χ
2
検定）

開設年数
5年未満 5（ 3.8） 0（ 0.0）

5～10年未満 5（ 3.8） 3（42.9）
10～20年未満 29（22.0） 3（42.9）
20～30年未満 6（ 4.5） 0（ 0.0）
30～40年未満 19（14.4） 0（ 0.0）

40年以上 68（51.5） 1（14.3）
歯科衛生士課程以外の学部等の有無

あり 66（49.6） 7（100.0）
なし 67（50.4） 0（  0.0）

歯科衛生士以外の資格等の有無
あり 49（38.3） 7（100.0）
なし 79（61.7） 0（  0.0）

キャリア教育の実施状況1）

講義のみ 20（14.9） 0（ 0.0）
講義以外の取組みのみ 24（17.9） 3（42.9）

講義と取組みの両方実施 47（35.1） 4（57.1）
両方とも実施なし 32（23.9） 0（ 0.0）

両方とも実施の有無がわからない 6（ 4.5） 0（ 0.0）

その他2） 5（ 3.7） 0（ 0.0）

キャリア教育に関する講義の時間数3）

30時間以下 52（76.5） 3（75.0）
31時間以上 16（23.5） 1（25.0）

キャリア教育の学習時期1）

初年次のみ・卒業年次のみ 35（26.1） 0（ 0.0）
修業期間のすべての年次 28（20.9） 2（28.6）

その他・無回答 31（23.1） 5（71.4）
実施なし・実施の有無がわからない 40（29.9） 0（ 0.0）

無回答は除く
1)回答結果に基づいてカテゴリを作成

3)学生一人が修業期間に受講するキャリア教育を目的とした講義の時間数

2)講義あり、講義以外の取組みはわからない（2校）
　講義の有無がわからない、講義以外の取組みは実施（1校）
  講義の有無はわからない、講義以外の取組みは無回答（1校）
　講義なし、講義以外の取組みはわからない（1校）

0.946

0.017

0.001

0.608

0.009

＜0.001
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8）キャリア展望およびキャリア教育の受講経験の影響要因 

連結データを用いて、歯科衛生士学生がキャリア展望を描いていること、歯科衛生士

学校でキャリア教育の受講経験に影響している要因を得るために、ロジスティック回帰

分析（尤度比による変数増加法）を行った。 

キャリア展望の有無を従属変数とし、関連項目のうち二変量解析で有意だった、キャ

リア教育の実施状況、キャリア教育受講経験、進学理由が「歯科衛生士を志望」、歯科

衛生士としての勤続意欲、研修会等に継続参加の意欲の変数、SOC 得点（3-14／15-21）

を投入した。その結果、SOC 得点、研修会等に継続参加の意欲、歯科衛生士としての勤

続意欲、進学理由が「歯科衛生士を志望」、キャリア教育受講経験が関連しており、モ

デル χ2検定および各変数ともに有意（p<0.01）だった（表 11）。 

 

表 11 キャリア展望の影響要因 

 

キャリア教育の受講経験の有無を従属変数とし、関連項目のうち二変量解析で有意だ

った、講義の実施、講義以外の取組みの実施、キャリア展望、歯科衛生士としての勤続

意欲、希望の勤務年数を投入した。その結果、講義の実施、講義以外の取組みの実施、

キャリア展望、歯科衛生士としての勤続意欲が関連しており、モデル χ2検定および各変

数も有意（p<0.01）だった（表 12）。 

 

表 12 キャリア教育の受講経験の影響要因 

下限 上限

講義以外の取組みの実施 0.209 0.002 1.233 1.079 1.408

講義の実施 0.580 <0.001 1.785 1.570 2.031

キャリア展望を描いている 0.685 <0.001 1.983 1.748 2.250

歯科衛生士としての勤続意欲 0.197 0.002 1.218 1.072 1.384

定数 -1.874 <0.001

モデルχ2検定　p<0 .01

判別的中率     72.7％

Hosmer- Lemeshow の検定　p=0.351

変数 偏回帰係数 有意確率 オッズ比
オッズ比の  95% 信頼区間

下限 上限

SOC得点 0.930 <0.001 2.535 2.257 2.847

研修会等に継続参加の意欲 0.705 <0.001 2.024 1.776 2.307

歯科衛生士としての勤続意欲 0.791 <0.001 2.206 1.959 2.483

進学理由ー歯科衛生士を志望 0.369 <0.001 1.446 1.231 1.698

キャリア教育受講経験 0.583 <0.001 1.792 1.577 2.036

定数 -1.903 <0.001

モデルχ2検定　p<0 .01

判別的中率      68.7％

変数 偏回帰係数 有意確率 オッズ比
オッズ比の  95% 信頼区間

Hosmer- Lemeshow の検定　p=0.990

キャリア展望の影響要因
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D.考察 

本研究は、歯科衛生士養成課程におけるキャリア教育と早期離職防止に向けた取組み

の実態とともに、学生の就業に関する意識や卒業後の進路に関する意向を把握すること

を目的に、全国の歯科衛生士学校および卒業年次の歯科衛生士学生を対象とした横断的

な悉皆調査を行い、歯科衛生士養成校の最終学年在籍者の将来の就業意向に加え、養成

機関でのキャリア教育の現状を把握することができた。以下、項目ごとに考察する。 

 

1）調査方法および回収状況 

調査の実施は、歯科衛生士学校の冬季休業や国家試験直前にあたる期間を避け、歯科

衛生士学生の進路が概ね定まるであろう時期とした。学生用調査票の回答状況より、「卒

業後すぐ、あなたは歯科衛生士として就職しますか？（はい／いいえ）」の設問の無回

答は僅か 0.1％、「いいえ」を選択したうえで「未定」とした者は、対象者全体の 4.6％

だった。したがって、9 割以上の学生について、卒業後の方向性が決まった状況の下で

得られた回答と捉えることができる。 

9 割を超える回収率が得られた主な要因として、全国歯科衛生士教育協議会からの協

力、研究課題への高い関心等が考えられる。他に、回答に伴う負担への配慮をしたこと、

発送時に備えた返信用封筒による学校からの一括返送としたこと、調査協力校の御礼と

未返送校への再依頼を趣旨とした文書を送付したこと等が回答および返送につながっ

たと考える。 

 

2）歯科衛生士学校の特性 

回答のあった歯科衛生士学校の所在は、「関東・甲信越」が最も高率で全体の約 3 割、

「北海道」と「東北」は全体の 1 割未満であったが、著しい地域偏在はなかった。修業

年限は 3 年制が 95.0％に達し、おおよそ半数の学校が歯科衛生士養成課程を開設して

40 年以上が経過していた。修業年限別に開設年数をみると、3 年制のおおよそ半数が 40

年以上にたいして、4 年制は 5～20 年未満で 8 割を超えた。 

卒業年次生数の平均（標準偏差）は 44.1（25.1）名で、「31～40 名」が最も多く約 3

割、60 名までの学校で全体の 8 割以上を占めた。これらから、歯科衛生士学校は主に 3

年制で 1 学年の在籍学生は 40 名程度、半数以上が開設して 40 年以上を有し、新設がす

すむ 4 年制とともに全国に存在している状況が確認できた。 

また、歯科衛生士学校は歯科衛生士以外の課程や資格等があり、他分野との学習が可

能で複数の進路選択がある修学環境の機関と、歯科衛生士の課程あるいは免許に特化し

た機関の均衡がとれていた。 

 

3）歯科衛生士学校におけるキャリア教育 

従来より、歯科医学教育では学部教育における歯科医師像の設定 13）や歯科医師の生

涯にわたるキャリア支援の必要性 14）が報告されている。近年では、女性雇用政策の動

向を踏まえた女性歯科医師のキャリア形成 15）や就業状況 16）等、女性歯科医師の就労に

焦点があてられている。看護学生のキャリア志向は、看護学校の卒業の時点で大枠が決

定し 17）、新人看護師の職業的成熟度と学生時代のキャリアアップに関する学習に関連

がある 18）といわれている。さらに、看護基礎教育修了時に理想像がもてることを認識
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したキャリア教育を意図的に取り入れることが望ましい 19）と報告されている。 

キャリア形成の過程にある歯科衛生士学生についても、自己の将来像を描き、その具

現化に向けて行動する能力や態度を育てることは重要である。特に、女性が大半を占め

る歯科衛生士は、妊娠・出産等の女性特有のライフイベントを踏まえたうえでキャリア

形成を図るための教育が必要である。歯科衛生士養成課程におけるキャリア教育に関す

る先行研究によって、歯科衛生士学生の進路選択には各進路に対するイメージが影響し

ており 20）、卒業生、教員、就職先の間でキャリア教育に関する評価に差があり 21）、歯

科衛生士教育におけるポートフォリオの実施を通して在学中のキャリア形成が促進さ

れる 22）ことがわかっているが、いずれも各養成機関内での調査報告にとどまる。また、

全国の歯科衛生士学校を対象とした歯科衛生士教育に関して、大規模災害時の歯科保健

医療体制 23）、老年歯科医学 24）、障害者歯科 25）に関する教育効果が報告されているが、

歯科衛生士学生および歯科衛生士学校を対象に、キャリア教育に関した全国規模の研究

は行われていない。歯科衛生士学校におけるキャリア教育の現状と、卒業年次生の就労

に関する意識や認識等の実態調査は、歯科衛生士のキャリア教育の方策を検討するだけ

でなく、歯科衛生士としてのキャリア構築のための体制づくりにも寄与する知見となり

得ると考える。 

本調査の結果より、キャリア教育を目的とした講義科目がある学校は約半数で、学生

一人が修業期間に受講する講義時間数は、「30 時間」が最も多かった。約 8 割の学校は

30 時間の範囲で講義が設けられており、専門職になるための目的意識や職業意識を醸

成する時間の確保ができている現状が把握できた。修業年限で講義時間数に差がないこ

とは、老年歯科学の結果 24）と類似した。ただし、今回得られた講義時間数の回答に大

きな幅があったことから、キャリア教育を目的とした講義時間に関する質問内容の改良

を今後の研究課題としたい。 

講義以外の取組みを実施している学校は約 6 割で、その主な内容には、学生自身が自

らの人生設計を立てるために基盤となる必要な知識、技術等が含まれていた。また、全

学的な導入あるいは外部組織、民間業者等と連携した取組みによる就職支援プログラム

がみられた。本調査の結果、歯科衛生士養成課程以外の学部等および歯科衛生士以外の

資格等の取得可能な学校が半数程度にみられ、全学あるいは他分野との合同実施や他資

格等の取得の目標を通してキャリア教育ができる環境であることが把握できた。そして、

将来の設計、資格取得、就職対策、勤労観や職業観の育成、社会や経済の仕組み、労働

者としての権利・義務等の知識の修得を目的とした多岐にわたる取組み内容であり、多

様性のあるキャリア教育が歯科衛生士教育で行われていることがわかった。 

ロールモデルの提示は医師キャリア教育においても必要性が述べられており 26）、歯

科衛生士の話しを聞くことは有効である。なかでも、卒業生からの話しはより効果的で

あり、卒業生と在学生の双方にとって有益である 27）。本調査の結果、開設年数が長い学

校が多くみられ、蓄積された同窓生のキャリアを共有する意義があると考える。また、

アクティブ・ラーニング型のキャリア教育が効果的であることが示唆されており 28）、自

由記述回答の「グループでの演習」は能動的な学習の手法として有用であると考える。

キャリア教育の授業に、アクティブ・ラーニングや問題解決型学習（PBL）を導入した

主体的な学習は、歯科衛生士として初めての就職で起こり得る課題を克服し、キャリア

を継続していくためにも有効な手段であろう。 
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講義、講義以外の取組みのいずれかを実施している学校は 7 割を超えており、歯科衛

生士学校においてキャリア教育が広く浸透していることがわかった。背景の一因として、

社会全体にキャリア教育が認知される基軸となった、1999 年文部科学省中央教育審議

会答申による発達段階に応じたキャリア教育実施の提言 29）、さらに 2010 年の大学設置

基準の改正によるキャリア教育の義務化 30）が考えられる。日本学生支援機構「大学等

における学生生活支援の実態調査」によると、授業科目、キャリアデザインの方法や実

社会における職業についての学び、キャリア形成支援に関わる取組みの実施率がそれぞ

れ 7 割を超え 31）、本調査から得られた実施率および取組み内容と重なった。 

歯科衛生士学校のキャリア教育は、初年次のみよりも、卒業年次のみに開講され、修

業期間にわたってキャリア教育が行われている学校は約 3 割にとどまった。卒業年次

は、就職活動に伴う支援が必要な学年にあたり、必然的にキャリア教育の実施が多くな

る時期である。しかし、初年次におけるキャリア教育は意義があり 32）、歯科衛生士教育

においても早い学年から十分なキャリア支援を行うことが必要であると述べている 20）。

これは、歯科衛生士教育におけるキャリア教育で行われている就職支援を拡張させて、

キャリア形成支援を推進していくことが今後の課題であることを意味する。すなわち、

初年次から卒業年次に至るまで継続的に勤労観や職業観の意識を促し、生き方や生活に

ついて基本的な展望がもてる体系的なキャリア教育のプログラム構築が求められると

考える。 

 

4）歯科衛生士学生の特性 

本調査の回答者のうち、98.6％が女子学生だった。在学中の男子学生数は年々増加傾

向にあり、本調査年度は男子学生の受け入れ校が 50.6％となっている 8）。男子学生の募

集拡大には、歯科衛生士の労働条件・就労環境の改善の必要性を提言している 33）こと

からも、歯科衛生士の就業を考えるうえで雇用体制の整備が求められる。 

回答者の約 9 割が 20 歳から 22 歳で、歯科衛生士学校入学前に高校を修了していたこ

とから、大多数の学生は高校を卒業直後に歯科衛生士学校に入学している。一方で、昼

夜間部別にみると夜間部の学生は、専門学校や大学での教育を経て歯科衛生士学校を入

学し、社会人経験を有した学生が少なくない年齢だった。また、昼間部に比べて夜間部

の学生は、歯科衛生士の志望にたいする肯定感やキャリア展望が高かった。これまでに、

歯科衛生士や理学療法士の養成において昼夜間部別にみた学生の比較検討 34.35）がされ

ている。社会的・職業的自立に向けたキャリア教育の更なる推進のために、夜間部の学

生の特徴を視野にいれた教育活動の検討が必要であると考える。 

 

5）歯科衛生士学生の勤労観および職業観 

 本研究では、歯科衛生士学生の入学前、入学時、現在、卒業後すぐ、卒業して 10 年

後の 5 つの時間軸における勤労観および職業観を調べた。 

 入学前について、進学理由で最も多かったのが「資格の取得」が約 3 割、続く「人か

らの勧め」と合わせておおよそ半数を占めた。進学理由の最多が「資格の取得」である

ことは、歯科衛生士学生を対象とした調査結果と同様だった 36）。歯科衛生士の志望に影

響を受けた人は「家族」が最も多く 4 割程度だったが、約 3 割は影響を受けた人はいな

かった。定期歯科受診をしている高校生の親は、子の職業として歯科衛生士に興味をも
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っている 37）ことから、子の進学や歯科衛生士の志望に親の歯科受診行動が影響してい

る可能性がある。また、女子高校生の 77.2％が歯科衛生士を知っている 38）との報告が

あるように、高校生に認知度が高い 39）ことが背景にあり、自身で知り得た情報で歯科

衛生士を志望していることが推察された。さらに、就職先を決める際に影響を受けた人

がいない者が最多だったことは、歯科衛生士学校の卒業年次生を対象とした調査で、自

分の意思で就職を決めることが重要であると回答した者が高率であった結果を支持し

た 40）。理学療法士養成校の少なくない学生が、周囲からの勧めで進学を決めている実態

は、自己の職業観を省内できないままだと指摘がある 41）。よって、歯科衛生士学生は、

周囲からの勧めを動機に歯科衛生士学校への進学を考え、職業観を省内したうえで就職

先を選択していると推測された。 

現時点で、歯科衛生士を志望してよかったと思う者は 6 割、歯科衛生士はやりがいの

ある仕事だと思う者が 8 割を超えていたにもかかわらず、歯科衛生士として生涯働き続

けたいと回答した者は 5 割だった。歯科衛生士の仕事にやりがいを感じる者が高率であ

ることは、歯科衛生士学校の課程修了時の結果 36）と同様だった。歯科衛生士や看護師

を対象とした研究において、仕事のやりがいは自己評価や職務の価値観を高めるもので

あり、仕事の継続意思につながると報告されている 42.43）。しかしながら、生涯にわたる

就業継続の意識は、女性研修歯科医の 8 割 44）、女子薬学部生の 7 割 45）と比較して歯科

衛生士学生は低かった。歯科衛生士として長期勤続のための重要事項は、「仕事へのや

りがい」「勤務条件（勤務時間・福利厚生）」「勤務待遇（給与）」の順だったことから、

歯科衛生士学生の長期勤続には、歯科衛生士の仕事のやりがいが要点となり、併せて勤

務に関わる条件や待遇を重視することがわかった。実際に、歯科衛生士の就業継続意思

に関連する要因に「給与などの待遇」が認められ 46）、歯科衛生士の医療現場における待

遇が適正でないと 8 割以上が回答し 47）、就業年数が長くなるほど満足度は低下してい

る 48）。こうしたなか、歯科衛生士の賃金は他の医療職と比較して低い 49）ことが知られ

ており、歯科衛生士学生にとって、就業継続のためには給与を意識せざるを得ないと推

察する。一般的に就業場所の規模が小さいほど離職率が高く 50）、同じ新人看護師でも大

規模な病院に比べて中小規模病院の離職率が高い傾向にある 51）。以上より、歯科診療所

の就業継続に要する労働環境の整備とともに、勤務条件や勤務待遇の観点から雇用制度

を拡充していく必要があると考える。 

本調査の結果から、キャリア展望は「あまり描けていない」が 44.2％で最も多く、「描

けていない」と合わせると約 6 割だった。全国の研修歯科医を対象とした結果では、「あ

まり描けていない」と「描けていない」を合わせると約 3 割であり 9）、研修歯科医と比

べて歯科衛生士学生のキャリア展望が低いことが明らかになった。歯科衛生士は、臨床

研修がある歯科医師と異なり卒業後に就職となることから、卒業前のキャリア教育は重

要な役割をもつ。今回、キャリア教育を受けたか「覚えていない」と回答した者が最も

多く 59.3％、「受けた」者は 26.2％にとどまった。キャリア教育の受講経験がある 13.7％

の研修歯科医 9）と同じように、キャリア教育を受講した歯科衛生士学生の割合が低い

ことがわかった。また、学校の回答によるキャリア教育の実施状況と、学生の回答した

キャリア教育の受講経験に乖離があることも把握できた。学校がキャリア教育を目的と

して実施している講義や講義以外の取組みを、キャリア教育と認識している学生の割合

が高値だった内容は、「キャリア」の表記を用いたものが多かった。今後は、キャリア
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教育の一環であることを明確にした教育活動の実施が、学生のキャリア教育の受講経験

の認識につながる可能性が示唆された。加えて、歯科衛生業務を臨床で修得する取組み

が、キャリア教育の受講経験の認識の低い内容に比べて中程度以上に多くみられた。歯

科衛生士学生が歯科衛生士を観察することがキャリアに影響力のある活動といわれて

いる 52）ように、現場での直接的な学修が受講経験の認識となると思われた。 

リハビリ領域の在学生 53）、歯科医師臨床研修の修了女性歯科医師 54）と同様に、歯科

衛生士学生も仕事と生活の両立を意識していることが本調査の結果から明らかになっ

た。歯科衛生士の就業継続には、管理者である歯科医師は歯科衛生士のライフワークバ

ランスを考慮する必要がある 55）と報告がなされており、若年層のライフワークバラン

スを意識した就労環境が必要である。 

研修会等への継続参加の意欲は「やや思う」が半数、「とても思う」を合わせると約

7 割に達した。研修参加の要望は歯科衛生士学校の卒業生でも高く 56.57）、キャリア教育

の一環として、研修会等の提供をはじめ、歯科衛生士の継続的な自己研鑽を支援してい

く必要性が示唆された。ライフワークバランスを重視し、自らの能力向上を望む歯科衛

生士の主な離職理由が女性のライフイベントであり 58-60）、再就職の影響因子にもなって

いる 61）。本研究の結果より、仕事と生活との両立ができる支援体制の整備とともに、歯

科衛生士学校の機能に、学生の卒業後も視野に入れたキャリア教育の方策の検討が求め

られる。 

専門医療職としての個人資質を保証するものとして、認定歯科衛生士の取得がキャリ

アアップ支援に位置づけられている 62）。本調査の結果、認定歯科衛生士の取得の希望

は、「とても思う」と「やや思う」を合わせて約半数だった。歯科衛生士学校の 1 年次

生の回答 63）からも、歯科衛生士学生の認定歯科衛生士を取得する意向は高くない。看

護学生へのキャリア発達支援に認定看護師が取り入れられ 64）、認定歯科衛生士資格を

有する歯科衛生士は専門性と水準が高い 65）ことから、認定歯科衛生士の取得に向けた、

歯科衛生士学生へのキャリア教育の必要性が示唆された。 

先行研究 20）と同じく、今回の調査対象者は、歯科衛生士学校卒業後すぐに歯科衛生

士として就職する者が 9 割にのぼり、そのうちの 9 割以上は「歯科診療所」での就業を

希望していた。入学時の進路意思についても、「歯科衛生士として就職」を考えていた

者が 9 割以上だったことから、入学から卒業まで進路の方向性は一貫していた。 

卒業後すぐに歯科衛生士として就職しないと回答した者のうち、「未定」が 7 割だっ

た一方で、「大学、大学院等へ進学」が 1 割を超えていた。進学先には、本調査年度に

5 校が設置されていた学位授与機構認定短期大学専攻科 66）の選択があると予測できる。

歯科衛生士の専門職の発展には研究活動が不可欠 67）であり、国外でも口腔保健学の学

士の取得の意義 68）が報告されている。歯科衛生士のキャリアの視点で、教育・研究者

の養成と業務のあり方について提言がある 69）ように、歯科衛生士学校卒業直後に限ら

ず、歯科衛生士業務を経たうえでの進学選択も見据えたキャリア形成の支援が期待され

る。 

卒業後すぐに歯科衛生士として就職する者の就業への不安は、「自分の技術・知識不

足」が最も多く、「職場の人間関係」の 3 割と合わせて 9 割近くを占めた。技術・知識

不足は、若年層の歯科衛生士 57）および未就業歯科衛生士 60.70）の不安と一致し、人間関

係は歯科衛生士の主な転職理由である 71）。卒業年次の看護学生の就職後の不安に、技術
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や知識の不足と職場の人間関係が上位にあがり 72）、新人看護師の離職要因となってい

る 73）。歯科衛生士学生が就職への不安にあげた技術や知識不足および人間関係は、専門

医療職かつ女性中心の職種である点で共通している看護師の若年層と一致しており、キ

ャリア教育の強化の重要性とキャリア教育の方策の検討の必要性が示唆された。 

就職先を決める際に重視する事項は、「職場の人間関係」「給与」「勤務時間」の順で

あり、就職への不安や長期勤続のための重要事項の上位と類似した。関連研究によると、

歯科衛生士学生が歯科衛生士にたいして人間関係の複雑さのイメージをもつ 20）と報告

があるなかで、こうした状態は離職要因になるため雇用条件や労働環境の向上が必要で

あると言及している 74）。歯科衛生士学生が歯科衛生士を通して社会にどのように寄与

していきたいかを考える機会としてキャリア教育を位置づける一方で、学生が将来の自

己像を描くことができる職場環境の整備の必要性が示唆された。 

 

6）歯科衛生士の早期離職 

新規学卒者の就職後 3 年以内の離職率は 2010 年以降ほぼ横ばいで推移し、2016 年の

高校卒業者で 39.2％、短大等卒業者で 42.0％、大学卒業者で 32.0％と高い水準にある
75）。早期離職の縮小は、看護や介護領域においても大きな課題となっており 76.77）、質の

高い保健医療福祉サービスを提供する人材の不足が大きな社会問題となっている。歯科

衛生士においても、過去の厚労科研での養成校同窓会員での調査等 78）にて、20 歳代で

の離職経験を有する者が 4 分の 1 に達するなど、歯科衛生士の早期離職の改善を図る必

要性が強く指摘されている。本調査の結果においても、卒業後の最初の就職先での希望

勤務年数は、3 年未満が約 2 割、5 年未満でみると 6 割以上と高率であり、今後も新卒

歯科衛生士の早期離職傾向は継続する可能性が極めて高いことが示唆された。本研究を

含め、これまでの歯科衛生士の就業状況は、看護師に代表されるコ・メディカル職種の

動向とはかなり異なる状況にある。日本看護協会の調査（2017 年）によると、正規雇用

看護職員の離職率 10.9％、新卒看護職員の離職率 7.6％と、歯科衛生士と比較すると低

値を示している。若年の歯科衛生士の就業状況は、むしろ一般学卒者の動向に近似する

傾向を示していた。看護師の場合、看護職員研修事業は、平成 26 年度より地域医療介

護総合確保基金を活用し、地域の実情に応じて実施することができるようになる等、人

材育成の工夫が図られている点も離職率の抑制に大きく寄与しているものと考えられ

る。 

今回の調査より、最初の勤務先での勤務年数を長く希望する、もしくは歯科衛生士と

して生涯働く意欲がある者のほうが、有意に高率にキャリア教育受講を経験しているこ

とが示された。また、キャリア展望の構築にもキャリア教育が影響していたことも明ら

かとなった。歯科衛生士の早期離職の抑制を図るうえでも、専門知識のアップデートや

臨床スキルの向上を図る研修の必要性が示唆された。現在、厚生労働省で展開している

「歯科衛生士に対する復職支援・離職防止事業」は、卒後の職能教育システムとしての

有用性が期待される。このような卒後研修だけでなく、歯科衛生士養成校における卒前

教育としてのキャリア教育プログラムのさらなる推進は、早期離職抑制にも寄与するも

のと考えられる。これまでの考察にも示したように、単なる座学だけではなく、グルー

プワークを取り入れる等の双方向的なアプローチを取り入れるなどの工夫を図ること

は、有効な対策のひとつだと考えられる。 
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7）SOC スケール 

 歯科衛生士のストレス反応について、心理的ストレスモデルの枠組みからの報告があ

るが 79）、ストレス対処に焦点をあてた調査研究は少ない。ストレス対処概念のひとつで

ある SOC80）は、世界的にもよく用いられる手法であり、29 項目版（SOC-29）や 13 項

目版（SOC-13）が使用されることが多い。しかし、今回のような全国調査にはやや長大

のため、同等レベルの妥当性および信頼性が担保されている SOC 3- UTHS10）を使用し

た。 

これまでに、看護学領域では国内外での調査研究に SOC が数多く用いられてきた 81）。

例えば、看護学生を対象とした研究では、実習の達成感が SOC の上昇に関連している

こと 82）、SOC が強いほど専門的知識、技術や人間関係に関する不安をプラスに転化す

ること 83）が報告されている。歯科領域でも、歯科衛生士学生の実習時のストレス（SOC-

29）84）や研修歯科医のストレス対処能力（SOC-13）85）のスケールに使用されている。  

SOC 3- UTHS スケールは、3 つの下位概念である「困難や問題の解決策をみつけるこ

とができる（処理可能感）」「困難や問題のいくつかは、向き合い、取り組む価値がある

（有意味感）」「困難や問題を理解したり予測したりできる（把握可能感）」の 3 項目か

ら成る短縮版 86）であり、本調査の SOC 得点の平均（標準偏差）は 14.4（3.4）だった。

これは、全国代表サンプル調査の女性における 25～29 歳の平均値（標準偏差）の 14.78

（3.42）87）に近似し、歯科衛生士学校の卒業年次生のストレス対処力は、同年代の一般

女性と大きな差がないと捉えることができた。また、本調査で得られた SOC 得点は、

高い群が、より歯科衛生士としての勤続意欲が高く、キャリア展望およびライフワーク

バランスが描けており、自己研鑽の意識も高い状況だった。このことは、看護師におけ

る関連研究で得られた結果 88.89）とも近似するものであった。また、社会人基礎力に基

づいて就職支援を行う場合は、歯科衛生士学生の SOC を考慮する必要があると述べて

いる 90）。 

看護職において、職場の人間関係、職務、ライフワークバランスに関する満足度とSOC

が関連していること 91）、新卒看護師の SOC に影響する要因に「離職願望」92）があげら

れ、看護師の結婚、出産、育児による「離職経験」がない人はある人よりも SOC が高

い 93）ことを報告している。以上より、歯科衛生士養成校の学生において勤労観や職業

観を形成する過程で、SOC が意味するストレス対処力を高めることは、キャリア教育の

効果を検証するうえで重要な指標のひとつとなると考えられた。 

今回用いた SOC 3- UTHS は、簡便なスケールにもかかわらず一定の内的一貫性をも

ち、回収率を確保するうえで大規模調査には有用であった。しかし、多くの先行調査で

用いられている SOC-29、SOC-13 との比較ができない点で、結果の解釈には限界があ

る。今後は、歯科衛生士教育における就職支援の推進のために、介入研究や縦断研究を

取り入れた歯科領域の SOC 研究を構築していく必要性が示唆された。 

 

E.結論 

歯科衛生士免許を得る直前の段階にある養成校の最終学年学生における今後の就業

意向について、全国的な状況を把握することにより、20 歳代の歯科衛生士の就業動向

を把握することができた。本研究の結果、新卒歯科衛生士の早期離職傾向は、今後も

続くと考えられたが、その一方で、10 年後も歯科衛生士として勤務を希望する者は高
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率であった。また、歯科衛生士として生涯働く意欲がある者は、意欲がないまたはど

ちらでもない者に比べてキャリア教育の受講認識をもつとともに、勤労や自己研鑽に

対して意欲的であった。卒前・卒後におけるキャリア支援教育・研修は、早期離職を

抑制するうえでも有用性が示唆された。 
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・三浦宏子．歯科口腔保健の推進に関する基本的事項・中間評価に基づく今後のう蝕予

防対策．第 78 回日本公衆衛生学会；2019 年 10 月；高知，第 78 回日本公衆衛生学会

抄録集，P.144. 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

  該当なし 
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令和元年度厚生労働科学研究「歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究」 

歯科衛生士の働き方等に関する調査 調査票 

ご回答は、鉛筆または黒・青のボールペンで、当てはまる数字に○印で囲んでいただくか、数字・

文字をご記入ください。 

 

1. 貴校についてお答えください（令和元年 11月現在）。 

①学校のエリアブロック 

※○は 1つ 

1. 北海道   2. 東北    3. 関東/甲信越 

4. 東海    5. 近畿/北陸  6. 中国/四国 

7. 九州/沖縄 

②歯科衛生士養成課程を開設

してからの年数 

1. 5年未満       2. 5～10年未満     

3. 10～20年未満   4.  20～30年未満 

5. 30～40年未満    6. 40年以上 

③修業年限 ※○は 1つ 1. 3年制     2. 4年制 

④歯科衛生士課程以外の  

学部/学科/専攻等の有無 

※○は 1つ 

1. あり   2. なし 

⑤歯科衛生士課程において 

歯科衛生士以外に取得可能

な資格・免許の有無 

※○は 1つ 

1. あり   2. なし 

⑥最終学年の在籍学生数 

 

 

 

2. 貴校の、歯科衛生士教育における「将来設計に関する教育（以下、キャリア教育）」に

ついてお答えください（令和元年 11月現在）。 

①キャリア教育を目的に 

授業科目として設定して

いる講義の有無        

※○は 1つ 

1. 講義がある→約       時間 

 ※学生一人が修業期間に受講する、おおよその時間数を数値 

（整数）でご記入ください 

2. 講義がない 

3. （講義の有無が）分からない 

②講義以外で、キャリア 

教育を目的とした取組み

の実施状況 

※○は 1つ 

1. 実施している→（               ） 

※主な取組み内容を（   ）にご記載ください 

2. 実施していない 

3. （実施の有無が）分からない 

③学習時期 

※該当する数字全てに○ 

1. 1年次        2. 2年次 

3.  3年次       4.  4年次 

 

設問は以上です。ご協力いただきまして誠にありがとうございました。 

学生様よりご回答頂いた調査票とともに、１１月２２日（金）までにご返送ください。 

名  

説明文書（調査へのご協力のお願い）の内容をご確認いただき、下記の□に✓を記入したうえでご回答を 

お願いいたします。（確認欄） □ 説明文書の内容を確認したうえで、調査へ協力することに同意します 
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令和元年度厚生労働科学研究「歯科医療従事者の働き方と今後の需給等に関する調査研究」 

歯科衛生士の働き方等に関する調査 調査票 

 

・調査票はこの用紙の両面です。1～4ページまであります。 

・調査票、提出用封筒へ学校名やお名前をご記載いただく必要はありません。 

・ご回答は、鉛筆または黒・青のボールペンでお願いします。 

・ご回答は、あてはまる数字に○印で囲んでいただくか、数字のご記入をお願いします。   

「その他」を選択の場合は、（    ）に具体的な内容をご記載ください。 

 

問 1.  歯科衛生士学校に進学した理由はどのようなことですか？   

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1.  資格の取得（歯科衛生士以外を含む）  2.  医療職への興味・関心 

3.  人からの勧め（家族、先生等）     4.  歯科衛生士を志望 

5.  学校の場所（立地/通学の便）      6.  就職に困らない 

7.  経済的に自立できる                    8.   短期大学/4年制大学の卒業 

9.  特に理由はない       

10. その他（具体的に：                             ） 

 

問 2.  歯科衛生士の志望に際し、影響を受けた人はだれですか？   

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. 家族    2. 親戚    3. 先生    4. 友人    5. なし 

6. その他（具体的に：                ） 

 

歯科衛生士学校 入学時について、問 3と 4にお答えください。 

 

問 3.  入学時、あなたは卒業後の進路をどのように考えていましたか？  

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. 歯科衛生士としての就職       2. 歯科衛生士以外として就職 

3. 進学（大学、大学院等）       4. 考えていなかった 

5. その他（具体的に：                     ） 

 

問 4.  入学時、あなたはどのようなところで働きたいと考えていましたか？  

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. 歯科診療所     2. 病院/大学病院    3. 行政（保健所/都道府県/市区町村）        

4. 介護保険施設等   5. 企業         6. 歯科衛生士養成学校 

7. 考えていなかった  8. その他（具体的に：               ） 

説明文書（調査へのご協力のお願い）の内容をご確認いただき、下記の□に✓を記入したうえでご回答を 

お願いいたします。（確認欄） □ 説明文書の内容を確認したうえで、調査へ協力することに同意します 
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歯科衛生士学校 卒業後すぐ についてお答えください。 

問５.  卒業後すぐ、あなたは「歯科衛生士として就職」しますか？  あてはまるもの 1つに○を

つけてください。「2. いいえ」に回答の方は、a～dの 1つに○をつけてください。 

1. はい      

2. いいえ→a. 歯科衛生士以外として就職     b. 大学、大学院等へ進学    c. 未定 

d. その他（具体的に：                 ） 

 

問 5で、「1. はい」と回答した方は、問 6にお進みください。 

「2. いいえ」と回答した方は、問 11にお進みください。 

 

問 6.  卒業後すぐ、どのようなところで働きたいと考えていますか？   

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. 歯科診療所      2. 病院/大学病院    3. 行政（保健所/都道府県/市区町村）         

4. 介護保険施設等    5. 企業         6. 歯科衛生士養成学校 

7. 考えていない    8. その他（具体的に：              ） 

 

問 7.  卒業後すぐ、の就職先を決めるにあたり、影響を受けた人はだれですか？   

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. 家族    2. 親戚      3. 在学校の先生       4. 実習先の歯科医師・歯科衛生士    

5. 友人   6. なし    7. その他（具体的に：                ） 

 

問 8.  卒業後すぐ、最初の勤務先で、何年くらい働きたいと考えていますか？   

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. 10年以上       2.  5年～10年未満       3.  3年～5年未満  

4.  1年～3年未満       5. 1年未満        

 

問 9.  卒業後すぐの就職に不安がありますか？   

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. 自分の技術・知識不足   2. 職場の人間関係    3. 業務内容   4. 勤務条件※      

5. 給与         6. 心身の健康       7. （家庭）生活との両立         8. 不安はない 

9. その他（具体的に：                     ） 

※勤務時間、手当、休暇等 

 

問 10.  就職先を決める際に重視するのは、どのようなことですか？  選択肢より、重視する 

順番に、1位から 3位までお答えください。 

1. 給与      2. 勤務時間      3. 勤務場所     4. 福利厚生             

5. 業務内容        6. 職場の人間関係      7. 新人教育体制   

 

 

第１位 第２位 第３位 

63



3 

 

今現在のお気持ちをお聞かせください 

問 1１.  現在、あなたは歯科衛生士を志望してよかったと思いますか？     

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. はい   2. いいえ     3. どちらともいえない    

 

問 1２. 生涯、歯科衛生士として働き続けたいと思いますか？   

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. はい   2. いいえ     3. どちらともいえない    

 

問 13.  歯科衛生士を長く続けるためにはどのようなことが大切だと思いますか？   

選択肢より、重要だと思う順番に、1位から 3位までお答えください。 

1. 自分のスキル           2. 仕事へのやりがい    3. 心身の健康  

4. 勤務条件（勤務時間・福利厚生） 5. 勤務待遇（給与）       6. 相談できる環境 

7. 復職時のサポート（研修会等）    8. 家族の理解やサポート（家事分担等） 

9. 社会的なサポート（保育園等）   

 

 

問 14. 歯科衛生士はやりがいのある仕事だと思いますか？   

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. はい    2. いいえ     3. どちらともいえない    

 

問 15. 現時点であなたはキャリア展望（仕事における将来設計）を描けていますか？   

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. 描けている   2. やや描けている    3. あまり描けていない 

4. 描けていない    

 

問 16. 現時点であなたは、仕事と（自分の）生活のバランスをどのように描いていますか？   

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. 仕事と生活と両立    2. 仕事優先      3. 生活優先       

 

問 17. 歯科関係の研修会や勉強会に継続して参加したいと思いますか？   

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. とても思う   2. やや思う    3. あまり思わない   4. 全く思わない 

 

問 18. 今後、「認定歯科衛生士」を取得したいと思いますか？   

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. とても思う   2. やや思う    3. あまり思わない   4. 全く思わない 

5. 「認定歯科衛生士」を知らない 

 

第１位 第２位 第３位 
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問 19. 歯科衛生士学校で、キャリア展望（仕事における将来設計）に関する教育を受けましたか？ 

最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. 受けた    2. 受けなかった      3. 覚えていない 

 

 

問 20.  下記の①～③について、1から 7のうち、あなたの感じ方を最もよく表わしている 

数字 1つに○をつけてください。 

 

 

問 21.  歯科衛生士学校を卒業しておおよそ 10 年後について、あなたはどのような進路を 

思い描いていますか？ 最もあてはまるもの 1つに○をつけてください。 

1. 歯科衛生士として就職     2. 歯科衛生士以外として就職 

3. 進学（大学、大学院等）    4. その他（具体的に：           ） 

 

問２2. ご自身についてお答えください。 

①性別 1. 男   2. 女 

②年齢（2019年12月 1日時点）  

          ※数字をご記入ください 

③昼間部と夜間部の別 

※○は 1つ 

1. 昼間部 

2. 夜間部 

④歯科衛生士学校入学直前に

修了した教育課程 

※○は 1つ 

1. 高校   2. 専門学校    3. 短期大学 

4. 大学    

5. その他（具体的に：              ） 

 

 

設問は以上です。ご協力いただきまして誠にありがとうございました。 

提出用封筒にて密封し、担当の先生のご指示に従って提出してください。 

  

 

 

 

①私は、日常生じる困難や問題の解決策をみつける

ことができる。 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

②私は、人生で生じる困難や問題のいくつかは、向き

合い、取り組む価値があると思う。 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

③私は、日常生じる困難や問題を理解したり予測し

たりできる。 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

歳  

よ
く
あ
て
は
ま
る 

あ
て
は
ま
ら
な
い 

ま
っ
た
く 
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